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補助金・助成政策とは

 環境汚染を引き起こしている事業者に対し、環
境対策のための補助金・助成金を与え、環境汚
染の緩和を目指す政策。
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補助金政策の種類

 同一料金型

 環境対策の基準を定め、基準を満たした企業に補助
金を交付する。

 料率分離型

 排出量に応じた課税を行う一方で、削減量に応じた
補助金を交付する。

 技術指定型

 特定の技術を導入した企業に、補助金を交付する。
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補助金政策の是非

 加盟国は、一般に、補助金、税制優遇措置又は
その他の負担に助成を行うべきでない
（OECD1974）。
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補助金政策が望ましくない理由

 汚染者負担原則（PPP)の観点から望ましくない。

 補助金が一般財源から支出される場合、汚染者以外
（被害者）が環境対策の費用負担をすることとなる。

 国際貿易や国際投資上も歪みをもたらす。

 自由貿易政策に反する。

 産業間のバランスを崩すこととなる。

 補助金政策が行われている産業の利潤が増大し、企
業の参入がおこり、かえって環境汚染が進む可能性
がある。
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日本政府（1980年環境白書）

 我が国では、公害防止のための技術の導入、機
器の設置を早急に行う必要があった。

 排出規制を中心とした各種の厳しい公害規制が
1970年代に入り整備された結果、民間企業の

公害防止投資は急速に増大したが、これに対し
汚染者負担の原則に従い政府は直接補助金の
交付を行っておらず、また公害防止のための経
常費用に対する助成措置もとっていない。
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補助金政策はかえって環境を悪化
させる？

 環境税と料率分離型の補助金の比較

 汚染物質の排出量に応じた課税を行うかわりに、汚
染物質の削減量に応じた補助金を交付する。

 生産量と排出量は比例関係にあると仮定する。

 排出量 = e
 生産量 = q
 e = a q  (aは任意の定数）

 以降、排出量と生産量を同じく扱う。
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環境税と補助金

 規制後の生産量 ＝ q
 環境税
 生産量（排出量）1単位あたり、t 円の税金を課す。

 環境税の負担 ＝ tq
 補助金
 初期の生産量からの減量分に応じ、1単位あたり t 円

の補助金をもらえる。

 初期生産量 ＝ q0
 補助金の金額 ＝ t（q0 － q）
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競争企業の生産量選択

 企業の生産量 ＝ q
 製品価格 ＝ p
 生産費用 ＝ C（q）
 企業の利潤 ＝ π
   p q – c（q）

 製品の価格がp0の時 ⇒ 企業はq0の生産を行う。

 限界費用 ＝ MC0

 平均費用 ＝ AC0
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環境規制前の状況
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環境税が利用される場合

 環境政策導入前

   p q – c（q）

 環境税の課税後
   p q – c（q） – tq

 環境政策導入前
 限界費用 ＝ MC0

 平均費用 ＝ AC0

 環境税の課税後

 限界費用 ＝ MC0 + t ＝ MCｔ

 平均費用 ＝ AC0 + t ＝ ACｔ
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環境税の導入後
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補助金が利用される場合

 環境政策導入前
   p q – c（q）

 補助金の交付後
   p q – c（q） + t（q0 – q）

 環境政策導入前
 限界費用 ＝ MC0
 平均費用 ＝ AC0

 補助金の交付後
 限界費用 ＝ MC0 + t ＝ MCv

 平均費用 ＝ AC0 + t（1 – q0 / q）＝ ACv

 必ず、q < q0 となるので、 AC0 > ACv となる。
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補助金の導入後
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補助金政策の非効率性

 行政当局が、補助金を用いて環境対策を実施する場合、産業部門全
体の排出量はむしろ増大しかねない。

 補助金政策を利用するためには、他の産業から経済レントを奪ってく
ることとなり、これが産業間の経済活動のバランスを歪める。

 環境政策導入前
   p q – c（q）

 補助金の交付後
   p q – c（q） + t（q0 – q）
 p q – c（q） － tq + tq0

 環境汚染が生じている産業を相対的に保護することとなる。

 補助金を用いずに、環境税や排出権取引だけを用いて環境対策を実
施することが望ましい。
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日本政府（1998年環境白書）

 事業者の公害防止施設の一層の促進を図り、
公害防止を実行するため、環境事業団、日本開
発銀行、中小企業金融公庫等の政府関係機関
などのそれぞれの特色に応じた助成を推進する。
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利用されている助成政策

 政府系金融機関を通じた低利融資

 例： 低公害車，アスベスト，省エネなどなど

 租税特別措置（固定資産税減免、特別償却制
度）

 公害防止用設備
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補助金・助成政策が認められる
ケース（OECD)

 直接規制や他の経済的手段で本来の政策目標
が達成しにくいため、その達成を促進するため
に利用する場合（公害防止の技術開発など）

 環境政策が特定の地域社会や特定の産業に著
しい影響を及ぼすと予想される場合

 以上のような場合で、国際貿易・投資への影響
が小さい時、例外的な措置として過度的期間に
限定した補助金・助成政策の利用を認めるとし
ている。


